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都市規模による歩数の違い国民健康・栄養調査年の

データを用いた横断研究
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目的 近年の身体活動支援環境に関する研究成果より，地方よりも都市部の住民の身体活動レベル

が高いと予想されるが，これを実証するデータは乏しい。そこで，国民健康・栄養調査のデー

タを用い，都市規模による 1 日の歩数の違いを比較検討した。

方法 20062010年の国民健康・栄養調査における歩数計を用いた 1 日歩数調査に協力した20歳以

上の男性15,763人，女性18,479人を対象とした。5 年分のデータを統合し，男女別に，歩数を

都市規模間で（以下，市郡番号 112大都市・23特別区，2人口15万人以上の市，3人口 5
万人以上15万人未満の市，4人口 5 万人未満の市，5町・村）年齢調整の上，共分散分析お

よび多重比較検定を行い，さらに傾向性検定を行った。年齢区分あるいは仕事の有無による層

別解析も行った。統計法に基づき本データを入手し，研究実施に当たり，東京医科大学の医学

倫理委員会の承認を得た。

結果 年齢調整した 1 日当たりの歩数は，男性は市郡番号 1 では7,494±4,429歩（平均±標準偏

差），市郡番号 2 では7,407±4,428歩，市郡番号 3 では7,206±4,428歩，市郡番号 4 では6,911
±4,428歩，市郡番号 5 では6,715±4,429歩で，都市規模により有意に異なった（P＜0.001）。
女性は，都市規模が大きい順に，6,767±3,648歩，6,386±3,647歩，6,062±3,646歩，6,069±

3,649歩，6,070±3,649歩で，男性と同様に都市規模により有意に異なった（P＜0.001）。傾向

性検定の結果，男女とも都市規模が大きいほど平均歩数が多かった（P for trend ＜0.001）。層

別解析の結果，男女ともに年齢区分，仕事の有無によらず平均歩数は都市規模により有意に異

なった。多重比較検定では，仕事のない男性，65歳以上の男性および女性では都市規模が小さ

い市群番号 3, 4, 5 の居住者間で平均歩数に差は認められず，仕事のある男性における，都市

規模が小さくなるに従って歩数が減少するパターンとは異なっていた。

結論 男女ともに，年齢調整後も都市規模により歩数は異なり，人口が多い都市の住民ほど人口が

少ない都市の住民より歩数が多かった。また，都市人口の規模と歩数の関係は性別，年齢層や

仕事の有無といった対象者の特性により異なった。
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 緒 言

適度な身体活動が健康の維持・増進，疾患の予防

に有用であることはよく知られている1,2)。しか

し，身体活動が推奨レベルに達していない不活動の

者の割合は世界で男性は33.9，女性は27.9と報

告されている3)。この報告によると日本ではこの割

合がさらに多く，男性で58.9，女性で61.6であ

った。このような状況に加え，日本では身体活動量

がさらに低下してきていることが指摘されてい

る4,5)。国民の健康増進・疾病予防の観点から，こ

れまでも身体活動を高めるためのさまざまな手法が

検討されてきたが，近年，ポピュレーションアプ
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ローチの一つとして，人々が居住する地域環境への

働きかけによる手法が注目されている6～8)。すなわ

ち，居住地域の特徴が人々の身体活動に関連してお

り，これを整備することで身体活動の推進を図ろう

とする考え方である。

地域環境と身体活動に関しては，これまで諸外国

で研究が蓄積されてきた。たとえば，地域環境の客

観的な指標と身体活動との関連について検討した横

断研究では，多様な土地利用形態（居住地と商業地）

の混在の程度である「混合土地利用度」が高く，

「住宅密度」が高く，「道路の連結性」が充実してい

る地域の住民は，これらが低い地域の住民と比較し

て中強度以上の身体活動を行っている者の割合が有

意に高いことが示されている9)。さらに，米国，

ヨーロッパや南米，そして日本を含む11カ国を対象

とした身体活動と環境に関する多国共同研究6)で

は，「近くに多くの店がある」，「近くに交通機関の

乗り換えがある」，「道路に歩道がある」，「近くに自

転車道が整備されている」，「低価格で利用可能なレ

クリエーション施設がある」といった特徴がある地

域環境に居住する者では，推奨レベルを満たす身体

活動を行う者が多かったことを報告している。身体

活動のうち歩行に着目し，地域環境との関連を検討

した研究も数多くある10～12)。これらの研究では，

世帯密度，道路の連結性，混合土地利用度などの要

因を歩行に関連する地域環境と仮定して，これらを

組み合わせた walkability index を考案し，walkabili-
ty index が高い地域に居住している者で歩行時間が

有意に長かったことを示している。

以上のような地域環境と身体活動に関する先行研

究の知見から考えると，一般的には都市化された地

域で多く認められるような地域環境が，高い身体活

動と関連しているのではないかと推定される。日本

では，地域間の健康格差が表面化してきている13)。

住民の身体活動量を都市と地方の間で比較・検討す

ることにより，今後，地域間の健康格差の是正につ

ながるような効果的な健康対策を講ずる上で重要な

情報が得られるのではないかと考えられる。しか

し，都市部に住む住民と地方に住む住民の身体活動

を比較して，実際に居住地の都市化の程度がどの程

度身体活動に影響しているかを検討した研究は欧米

ではわずかに散見される14～17)ものの，我が国にお

ける研究は限られている。日本では，上地ら18)によ

って，沖縄県の都市部と農村部の高齢者において歩

数の比較検討が行われた。その結果，男性では歩数

に差を認めなかったが，農村部の女性は都市部の女

性よりも歩数が顕著に多かった。これは都市化され

た地域ほど身体活動量が高いという上記の仮説とは

むしろ一致しない結果である。近年，岩佐ら19)は，

国内 3 都市に居住する前期高齢者を対象として都市

別に身体活動の実施状況を比較し，東京都心や東京

郊外の都市に居住する者と比較して，中山間部に位

置する地方都市の居住者で週あたり150分以上歩行

する者の割合が有意に少なかったことを報告してい

る。しかし，この結果は 3 都市のみからのサンプリ

ングであり，結論を日本全体に一般化するには限界

がある。

以上より，近年の身体活動環境研究から考える

と，都市化された地域に居住する者の身体活動がよ

り高いことが予想されるが，日本において実際にそ

れを検討し，その差がどの程度なのかを報告した研

究は認められない。今後，都市規模や地域環境に応

じた身体活動推進政策を進めていく場合に，日本に

おいて身体活動の地域差がどの程度生じているのか

国を代表するデータを用いて示すことは政策を推進

するエビデンスとして不可欠と考える。

そこで，本研究では，国民健康・栄養調査のデー

タを用いて，都市の規模と身体活動との関連につい

て検討する。同調査に含まれる調査項目を活用する

ため，都市の規模としては都市の人口を，身体活動

の指標としては歩数計で計測した 1 日歩数を用い

る。なお，年齢区分にて層別化した検討，さらに仕

事の有無により層別化した検討も行うが，これは，

年齢によって活動量が異なること，また，通勤や仕

事における身体活動は大都市の方が高いと考えられ

るため，都市の規模と身体活動の関連に与える影響

が大きいと考え実施するものである。本研究の目的

は，我が国において居住する都市の規模によって歩

数がどの程度異なるのかを明らかにすることである。

 研 究 方 法

. 対象者

本研究は，2006年から2010年の国民健康・栄養調

査において歩数調査に協力した20歳以上の男性

15,813人，女性18,986人のデータを統合して実施し

た。妊産婦および授乳婦，および先行研究20)を参考

に歩数が100歩未満/日，50,000歩以上/日の者を除

外した男性15,763人，女性18,479人を対象として分

析を行った。

国民健康・栄養調査は，国民の健康状態および熱

量・栄養素等の摂取状況を把握し，健康増進，栄養

改善の施策を講ずるための基礎資料とすることを目

的に1945年以降厚生労働省が毎年実施している調査

である。調査年の国民生活基礎調査において設定さ

れた単位区［一つの国勢調査区（原則として 1 調査

区におおむね50世帯が含まれるように設定されてい
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る）を地理的に分割したもの］から，層化無作為抽

出した300単位区内の世帯（約6,000世帯）および世

帯員（調査年11月 1 日現在で満 1 歳以上の者，約

18,000人）を調査の対象としている。調査は，大き

く◯身体状況調査，◯栄養摂取状況調査，◯生活習

慣調査の 3 つの調査がある。

日本では1999年以降，2005年度までに全国的に市

町村合併が積極的に推進されてきた。本研究では居

住都市の人口を説明変数とするため，2006年以降の

データを用いた。

また，本研究は，統計法第33条の規定に基づく申

し出を行い，厚生労働省の承認を得て，連結不可能

匿名化されたデータの提供を受けた。研究の実施に

当たっては東京医科大学の医学倫理委員会において

2014年 3 月31日承認を得た（受付番号2660）。
. 測定項目

国民健康・栄養調査では都市を人口規模により，

市郡番号 1 から 5 の 5 つに分類している（市郡番号

112大都市・23特別区，2人口15万人以上の市，

3人口 5 万人以上15万人未満の市，4人口 5 万人

未満の市，5町・村）。本研究では，この市郡番号

によって評価した都市規模間で歩数の比較を行っ

た。以下，本稿では市郡番号 1 を大都市，2 を中

核都市，3 を中都市，4 を小都市，5 を町村

とした。都市の人口規模は調査を担当する保健所

担当者が調査票に記載した。

なお，2006年度以降の市町村合併に伴い，同一の

地域であっても各年により市郡番号が異なっている

可能性も否定できないが，都市名の情報は得られな

いため，本研究では調査年に割り当てられた市郡番

号を用いた。

歩数調査は，身体状況調査の一部として実施され

ている。歩数計は，振り子式歩数計（AS-200山佐

計器株式会社，東京）が用いられ，各年日曜日およ

び祝日を除く11月中の任意の 1 日が測定日となって

いる。調査員が調査協力世帯を訪問し，◯栄養摂取

状況調査と同じ日に測定すること，◯朝起きたらす

ぐに装着し，就寝まで測定すること，◯腰部にクリ

ップでしっかり装着すること，◯水中での活動に従

事する際など，湿気の多いところや水がかかるとこ

ろは歩数計を外すことなどを注意した上で測定が依

頼される。調査協力者は，それぞれ 1 日当たりの歩

数を調査票に記録した。歩数計の装着状況により 1
日当たりの歩数が異なるとの先行研究21)を参考に解

析対象者について検討を行ったが，今回は都市規模

と歩数の関係に着目をした検討であり，また，都市

規模間で歩数の装着状況に有意な差は認めなかった

ことなどから，歩数計の装着状況に関する質問の回

答結果に関わらず解析の対象とした。

また，その他の測定項目として，実測した身長，

体重より BMI を算出し，BMI 25 kg/m2 以上を肥

満とした。

職業は，何らかの職業についている人を「仕事あ

り」，主婦，無職や学生など仕事をしていない人を

「仕事なし」の 2 群に分けた。

. データの解析

5 年間の統合データを，男女別に，都市規模間

で，年齢，BMI，平均歩数は分散分析を用いて，

仕事の有無，肥満者（BMI 25以上）は x 二乗検定

を用いて比較検討した。さらに，歩数と都市規模に

ついては，年齢調整の上，共分散分析を用いて比較

し，Bonferroni 法を用いて多重比較を行った。さら

に，歩数と都市規模について傾向性の検定も行った。

また，年齢区分（2039歳，4064歳，65歳以上）

あるいは仕事の有無により層別化して，年齢調整の

上，都市規模と歩数の関連を比較検討した。

データ解析には IBM SPSS Statistics version 20 を

使用し，5未満を統計学的有意水準とした。

 研 究 結 果

対象者の特性を表 1 に示す。男性・女性ともに都

市規模が大きいほど平均年齢は低く，高齢者の割合

も低かった。仕事ありの割合は，男女ともに都市規

模が大きいほど低かった（仕事の有無に関するデー

タは男性 7 人，女性 9 人において欠損）。男性では

BMI の平均や肥満者の割合は都市規模間で有意差

は認められなかったが，女性では，BMI の平均は

有意に異なり，都市規模が大きいほど肥満者の割合

は少なかった。男性・女性ともに都市規模が大きい

ほど 1 日当たりの歩数は多い傾向がみられた。

次に，都市規模別の歩数を年齢調整の上比較した

（表 2 および図 1）。男女ともに，年齢調整をした後

も，都市規模により平均歩数が有意に異なり（とも

に P＜0.001），都市規模が大きいほど平均歩数が多

い傾向が示された（ともに P for trend ＜0.001）。
男性では，多重比較検定の結果，大都市と，小都

市（P＝0.001）および町村（P＜0.001）間，中

核都市と，小都市（P＝0.002）および町村

（P＜0.001）間，中都市と町村（P＜0.001）間

で有意な差を認めた。一方，女性では，多重比較検

定の結果，大都市と，中核都市（P＜0.001），
中都市（P＜0.001），小都市（P＜0.001），およ

び町村（P＜0.001）間，中核都市と，中都市

（P＜0.001），小都市（P＝0.022），および町村

（P＝0.002）間で有意な差を認め，大都市と中核

都市の間に差を認めたが中都市，小都市，お
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表 対象者の特性

都 市 規 模
P 値()

合計 大都市 中核都市 中都市 小都市 町村

男

性

人数（人) 15,763 2,781 5,194 4,147 1,386 2,255

年齢（歳) 平均±標準偏差 54.0±17.0 52.8±16.9 53.4±17.0 54.5±16.8 55.3±17.1 55.3±17.2 P＜0.001
65歳以上の割合 31.1 29.7 29.9 31.6 33.8 33.4 P＝0.002

仕事の有無 仕事あり 73.7 71.8 73.2 74.3 76.5 74.8 P＜0.01

BMI BMI 平均 23.6±3.3 23.5±3.3 23.6±3.2 23.6±3.5 23.5±3.2 23.6±3.3 P＝0.866
25以上の割合 30.2 30.1 29.8 30.5 30.4 30.8 P＝0.934

歩数（歩) 平均±標準偏差 7,227±4,580 7,576±4,384 7,448±4,617 7,175±4,780 6,825±4,508 6,631±4,313 P＜0.001
中央値 6,533 7,082 6,745 6,402 6,018 5,878
10,000歩以上の割合 22.9 25.2 24.4 22.6 20.4 18.6 P＜0.001

女

性

人数（人) 18,479 3,297 6,125 4,833 1,559 2,665

年齢（歳) 平均±標準偏差 54.9±17.3 53.6±17.2 54.2±17.3 55.2±17.3 57.1±16.9 56.6±17.4 P＜0.001
65歳以上の割合 32.9 29.8 31.5 33.7 36.7 36.6 P＜0.001

仕事の有無 仕事あり 48.1 45.1 46.3 49.8 51.8 50.5 P＜0.001

BMI BMI 平均 22.5±3.6 22.1±3.5 22.2±3.5 22.6±3.6 22.8±3.6 22.9±3.6 P＜0.001
25以上の割合 20.9 17.8 18.4 22.7 24.3 25.2 P＜0.001

歩数（歩) 平均±標準偏差 6,297±3,843 6,860±3,948 6,438±3,873 6,044±3,734 5,920±3833 5,956±3,746 P＜0.001
中央値 5,819 6,404 5,984 5,508 5,378 5,524
10,000歩以上の割合 15.5 18.6 15.9 14.3 13.7 14.1 P＜0.001

【定義】

都市規模 12大都市・23特別区，人口15万人以上の市，人口 5 万人以上15万人未満の市，人口 5 万人未満の市，

町・村

仕事あり 家事・その他（無職）・学生・不明以外で何らかの仕事を回答

連続変数は分散分析，カテゴリー変数は x 二乗検定を用いて比較検討
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よび町村では差を認めなかった。

また，年齢区分（2039歳，4064歳，65歳以上）

により層別化して都市規模と歩数の関係を比較した

ところ，男性では，すべての年齢区分において，年

齢調整をした歩数は都市規模により有意に異なっ

た。しかし，2039歳では，全体の場合と異なり，

都市規模が大きいほど歩数が多くなる有意な傾向は

認めなかった（P＝0.052）。また，65歳以上の場合，

中都市，小都市および町村では有意な差を認

めなかった。女性では，すべての年齢区分におい

て，年齢を調整した歩数は都市規模により有意に異

なり，都市規模と歩数の関係は全体の場合と同様の

結果を示した（表 2）。
さらに歩数に影響すると考えられる仕事の有無22)

により層別化し，都市規模別の歩数を年齢調整の上

比較検討を行った（表 2）ところ，仕事ありの男性，

仕事なしの男性，仕事ありの女性，仕事なしの女

性，いずれにおいても，都市規模が大きいほど有意

に歩数が多かった（それぞれ P for trend ＜0.001）。
一方，多重比較検定においては，仕事ありの男性で

は，男性全体での結果と同様に都市規模が小さくな

るほど歩数の平均値が直線的に低下したが，仕事な

しの男性では，中都市，小都市，および町村

では有意な差を認めなかった。女性では仕事あり，

仕事なし，いずれの場合も，多重比較検定の結果は

女性全体の結果とほぼ同様であった（表 2）。

 考 察

本研究では，5 年分の国民健康・栄養調査のデー

タを統合して，都市規模による歩数の違いを検討し

た。その結果，男女ともに年齢調整をしてもなお都

市規模の大きい都市の居住者ほど，都市規模が小さ

な都市の居住者と比較して 1 日当たりの歩数が多い

ことが示された。

Reis らは15) ，米国農務省の地方・都会分類

（Rural-Urban Continuum Codes )23)により主要都

市，大都市，小都市，地方の 4 種の都市分類と，電

話によるインタビュー調査を用いて評価した推奨レ

ベルを満たす身体活動との関連を検討し，性，年

齢，人種，体格，学歴などを調整しても地方在住の

者は，主要都市，大都市あるいは小都市に在住の者

より推奨レベル以上の身体活動実施者の割合が少な

く，不活動の者が多かったことを報告している。ま

た，Fan らは16)，米国国勢調査区画を基盤とした通
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表 年齢調整後の都市規模別歩数の比較

都 市 規 模
P 値() Trend P

大都市 中核都市 中都市 小都市 町村

男性 全体 人数 2,781 5,194 4,147 1,386 2,255
歩数 7,494±4,429

(7,3307,659)
7,407±4,428
(7,2877,527)

7,206±4,428
(7,0717,341)

6,911±4,428
(6,6787,144)

6,715±4,429
(6,5336,898)

P＜0.001 P＜0.001

2039歳 人数 732 1,328 954 302 514
歩数 8,253±4,916

(7,8978,609)
8,610±4,917
(8,3458,874)

8,276±4,917
(7,9648,589)

8,213±4,917
(7,6588,768)

7,822±4,917
(7,3978,247)

P＜0.05 P＝0.05

4064歳 人数 1,224 2,314 1,882 615 988
歩数 8,077±4,376

(7,8328,322)
7,745±4,373
(7,5677,923)

7,916±4,373
(7,7198,114)

7,395±4,373
(7,0507,741)

7,184±4,377
(6,9117,457)

P＜0.001 P＜0.001

65歳以上 人数 825 1,552 1,311 469 753
歩数 6,059±3,894

(5,7936,324)
5,984±3,890
(5,7916,178)

5,324±3,890
(5,1145,535)

5,294±3,891
(4,9425,646)

5,243±3,892
(4,9655,521)

P＜0.001 P＜0.001

仕事あり 人数 1,996 3,799 3,080 1,059 1,686
歩数 8,096±4,468

(7,9008,292)
7,940±4,469
(7,7988,082)

7,783±4,467
(7,6257,940)

7,546±4,468
(7,2777,815)

7,219±4,469
(7,0057,432)

P＜0.001 P＜0.001

仕事なし 人数 784 1,392 1,065 326 569
歩数 5,965±4,214

(5,6706,260)
5,966±4,204
(5,7456,187)

5,532±4,205
(5,2795,785)

4,817±4,207
(4,3605,274)

5,185±4,206
(4,8405,531)

P＜0.001 P＜0.001

女性 全体 人数 3,297 6,125 4,833 1,559 2,665
歩数 6,767±3,648

(6,6436,892)
6,386±3,647
(6,2956,478)

6,062±3,646
(5,9596,165)

6,069±3,649
(5,8886,250)

6,070±3,649
(5,9316,208)

P＜0.001 P＜0.001

2039歳 人数 818 1,509 1,101 286 522
歩数 7,732±3,695

(7,4787,985)
7,261±3,694
(7,0757,448)

6,881±3,695
(6,6637,100)

6,809±3,696
(6,3807,237)

7,101±3,697
(6,7847,418)

P＜0.001 P＜0.001

4064歳 人数 1,496 2,688 2,104 701 1,168
歩数 7,541±3,715

(7,3527,729)
7,195±3,715
(7,0557,336)

6,818±3,715
(6,6606,977)

6,994±3,715
(6,7197,269)

6,844±3,715
(6,6317,057)

P＜0.001 P＜0.001

65歳以上 人数 983 1,928 1,628 572 975
歩数 4,983±3,184

(4,7835,182)
4,676±3,183
(4,5344,818)

4,505±3,183
(4,3504,659)

4,321±3,184
(4,0604,582)

4,377±3,184
(4,1774,577)

P＜0.001 P＜0.001

仕事あり 人数 1,486 2,836 2,407 808 1,346
歩数 7,840±3,742

(7,6508,030)
7,358±3,744
(7,2207,496)

6,893±3,741
(6,7437,042)

7,034±3,744
(6,7757,292)

6,959±3,743
(6,7597,159)

P＜0.001 P＜0.001

仕事なし 人数 1,810 3,283 2,424 751 1,319
歩数 5,854±3,492

(5,6936,015)
5,541±3,486
(5,4225,660)

5,264±3,485
(5,1255,403)

5,041±3,490
(4,7915,291)

5,170±3,490
(4,9815,358)

P＜0.001 P＜0.001

歩数は 推定周辺平均±標準偏差（95信頼区間 下限上限)

共分散分析（年齢調整)

Trend P線形回帰の結果
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勤状況による都市化を評価している Rural-Urban
Commuting Area Codes (RUCAs)24)および，2003

2006 年 に 実 施 し た 米 国 国 民 健 康 栄 養 調 査

（NHANES）のデータを用いて，加速度計で評価し

た身体活動量が都市（人口 5 万人以上）と地方（人

口 5 万人未満）間で異なるかを検討した。その結

果，地方では低強度の活動（軽い立ち仕事等の座位

行動を除く低強度身体活動）は都市よりも多い一

方，中強度以上の身体活動（1 分ごとの平均身体活

動数 2,020 counts per minute 以上）は都市よりも低

いことが明らかとなった。Parks らは14)，国勢調査

に基づく 3 つの都市規模である，都会，郊外，およ

び地方間で，身体活動の推奨値を満たす者の割合を

比較し，郊外が最も高く，ついで都会，最も低いの

が地方であることを報告した。一方，アイスランド

の高齢者を対象とした検討では，都市部と地方での

身体活動量に有意な差を認めなかった17)。また，マ

レーシアの健康と疾病に関する国民調査を用いた検

討では，男性において地方に住んでいる人の方が都

市に住む人よりも身体活動が高いことが示され

た25)。低・中所得国を中心とした51カ国における検

討では，男女ともに都市の方が地方に比べ不活動な

者の割合が高かったことが報告されている26)。日本

（沖縄県）におけるおよそ20年前の研究においては

都市部の高齢者よりも農村部の高齢者の歩数が多か

ったことが報告18)されており，都市規模と身体活動

の関連は，国，対象者や時代によって異なる可能性

がある。今回，20歳以上の日本の成人を対象に人口
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図 年齢調整後の都市規模別歩数の比較

共分散分析を用いて比較。多重比較は Bonferroni 法を用いた。

P＜0.05 P＜0.01 P＜0.001
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で評価した都市規模と歩数の関係を検討したが，人

口の少ないいわゆる地方で歩数が少なく，すなわち

身体活動量が少ないと推測され，この点について

は，近年の米国における研究結果とおおむね一致し

ていたと言える。一方，農村を含む町村に居住する

者は，それより大きい都市規模の住民よりも歩数が

少なく，すなわち非活動的であり，65歳以上の対象

においても同様の結果であり，沖縄県の高齢者にお

ける20年前の研究結果とは異なる結果が示された。

異なる結果が得られた理由としては，いずれも推測

になるが，◯時代的な背景の違い，すなわち20年前

には都市部と農村部の地域環境差，身体活動差が現

在よりも小さかった可能性，◯沖縄県だけの調査で

あり，対象者の居住都市の規模の違いが本研究より

も小さかったこと，などが考えられる。◯について

は，国土交通省による全国都市交通特性調査の結果

が参考になる。この調査では約20年前の平成 4 年と

直近のデータである平成22年のデータの比較が可能

だが，これによると代表的な交通手段が自動車と回

答したものは 3 大都市圏では，平日29.1（平成 4
年），33.0（平成22年），休日44.5（平成 4 年），

50.1（平成22年）であるのに対し，地方都市圏で

は，平日48.0（平成 4 年），58.2（平成22年），

休日61.0（平成 4 年），72.0（平成22年）と，

平日・休日ともに地方都市圏での自動車利用者の割

合が高く，その増加傾向も強いことが示されてい

る27)。これに伴い，徒歩・その他と回答したものが

都市では横ばいか増加であるのに対し，地方都市圏

では平日・休日ともに減少しており，身体活動レベ

ルの大都市・地方都市間差が拡大する傾向にある。

本研究の結果も合わせて考えると，地方都市圏にお

ける身体活動レベル向上は高齢者を含むすべての成

人において昨今の重要な健康課題であると考えられ

る。

本研究では，都市規模が大きいほど歩数が多かっ

たが，地方都市における高齢化28)の影響を除くた

め，年齢調整後の歩数を比較した。その結果，男

性，女性ともに大都市の方が町村と比べ歩数が

多く，その差は約700歩/日だった。2013年の国民健

康・栄養調査における男性の歩数の平均値は7,099
歩であり，約10に相当する。健康日本21では歩数

に関し，現状から 1 日1,500歩増加させることを目

標とし，平成34年度の年代別の歩数の目標値を20

64歳の男性は9,000歩，女性は8,500歩，65歳以上の

男性は7,000歩，女性は6,000歩としている29)。この

目標値を達成するためには規模が小さな都市の居住

者ほどより多くの取り組みが必要と言える。また，

有効な介入戦略を構築するに当たっては都市の人口

規模を考慮した戦略が必要なのかもしれない。

年齢で層別化した検討では，男性・女性ともにす

べての年齢区分で年齢を調整しても都市規模で歩数

は有意に異なっていた。しかし，多重比較検定の結

果，男性では全体の場合と65歳以上の場合では，都

市規模と歩数の間に異なる関係が認められた。ま

た，本研究では，都市規模により歩数が異なるなら

ば，通勤形態や仕事における身体活動の影響がある
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と仮定し，仕事の有無で層別化した検討を行った。

その結果，仕事ありの男性，仕事なしの男性，仕事

ありの女性，仕事なしの女性，いずれにおいても，

都市規模が大きいほど有意に歩数が多かった。一

方，多重比較検定の結果，男性と女性では都市規模

と歩数の間に異なる関係が認められた。女性では仕

事のあり，なしにかかわらず，大都市，中核都市

，中都市と都市規模が小さくなるにしたがって

少ない平均歩数を示したが，中都市，小都市，

町村の間では差が認められなかった。一方，男性

では，仕事のある男性では都市の人口が少ないほど

平均歩数が少なかったが，仕事なしの男性では中都

市，小都市，町村で差が認められず，女性と

類似した結果が示された。

女性において中都市より小さな都市規模間では

仕事の有無に関わらず歩数に有意な差が認められな

かった理由は明らかでないが，推定される理由の一

つとして，女性の家庭での役割によるものかもしれ

ない。2000年の NHK 生活時間調査30)においては，

家事時間のうち，買い物を担う時間は，男性で平日

14分，週末で30分程度なのに対し，女性では平日で

30分以上，週末で 1 時間近くと報告されている。こ

のように，我が国では男性に比べ，女性が日常の買

い物を含めた多くの家事を担っている31,32)が，中都

市より小さな都市規模においては，買い物で車の

利用が多く33)，買い物など日常生活による歩数の差

が少ないため 1 日歩数の有意な差が認められなかっ

たのかもしれない。一方，65歳以上の男性と仕事の

ない男性で異なるパターンが観察された理由は，男

性では買い物等の日常生活ではなく，仕事や通勤な

どの目的で歩くことが多く，これらの歩行は日常生

活での歩行よりも，中都市から小規模都市の間の

環境の違いの影響を受けやすいのかもしれない。ま

た，2000年の NHK 生活時間調査30)においては，高

齢男性は若年男性と比較して家事時間の長いことが

示されており，高齢者や高齢者が多く含まれる仕事

のない男性で女性と似た結果が得られた可能性があ

る。しかし，これらはすべて推測であり，これを確

認するためには都市規模と目的別歩行（買い物，通

勤，仕事中の歩行など）との関連を検討する必要が

ある。

本研究の強みとして以下の点があげられる。ま

ず，本研究は，国の調査である国民健康・栄養調査

データを用いており，我が国を代表したサンプルを

用いている。日本人の実態を反映した結果と言え

る。さらに，5 年分のデータを用いたことで，大き

なサンプルサイズが得られた。このため，年齢区分

別や仕事の有無別の検討が実施可能であり，平均歩

数の信頼区間は比較的小さく，歩数の違いを定量的

に観察する上でも質の高い情報が提供できている。

二つ目は，身体活動量について客観的な指標を用い

ている点である。身体活動量の評価には二重標識水

法，加速度計法や質問紙法などさまざまな方法があ

るが，大規模な研究6,15,34)では安価で導入しやすい

質問紙法がよく用いられる。しかし，質問紙調査で

は情報バイアスが大きな問題となる35)。本研究で

は，歩数計で評価した歩数を比較しており，より客

観的に都市規模による身体活動量の違いを示すこと

ができた。さらに，都市規模を客観的な指標を用い

て分類し，かつ先行研究と比較してより細分化した

評価を行っている。都市規模の評価について，多く

の研究11,16,36)が都市と地方というように大きく 2 群

に分けて比較を行っている。今回は人口という客観

的な指標を用いて 5 つの区分に分け，より詳細な都

市規模間で身体活動量を比較できた。最後に，日本

人を対象とした研究であることがあげられる。都市

と地方における身体活動量を比較した研究は欧米の

報告が多いが，道路の整備や土地利用の方法といっ

た地域環境は国によりさまざまである。身体活動量

を増加するための我が国における政策を検討してい

く上で，日本人のデータを用いて居住地域と身体活

動量の関係について検討した本研究は公衆衛生上重

要な情報を提供する研究であると言える。

一方で，今回の研究には限界として以下の点が考

えられる。第一に測定がある特定の季節（11月）に

行われている点である。身体活動は季節による影響

を受けることも指摘されている37,38)。11月は全国的

に年間の平均気温に比較的近いが，北の地方では寒

冷により歩数が少なくなる可能性がある。しかし，

調査の対象者は全国から無作為抽出しており，さら

に，今回は地域差での比較ではなく，都市規模によ

り比較しているので，季節による影響は軽減されて

いると考えられる。第二に，近年，身体活動に影響

を与える因子として，教育や収入といった社会経済

状況（socio-economic status）の重要性が指摘され

ている14)。国民健康・栄養調査では，2010年から収

入が調査項目に加わってはいるが，2006年から2010
年のデータを用いた本研究では収入や教育といった

社会経済状況に関する要因を調整することができな

かった。ただし，社会的要因の一つである仕事の有

無を考慮に入れた検討は行うことができた。今後は

社会経済的要因も考慮した検討が必要と思われる。

第三に，本研究では都市の人口を説明変数とした点

である。本研究では国民健康・栄養調査で使用され

ている「市郡番号」を「都市規模」と表現して記述

した。この市郡番号はおおよそ自治体の人口規模を
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反映するものであり，人口規模は都市規模の指標と

してよく用いられている11,15,16)。一般的には人口の

多い都市ほど都市化が進み，自動車依存の少ない環

境にある。しかし，同じ人口規模の自治体であって

も，実際には都市化の程度や居住環境が異なる場合

がある。たとえば，大都市に近接する都市（たとえ

ば，東京都武蔵野市人口138,734人）と地方都市

（たとえば栃木県栃木市人口139,262人)28)では都

市化の程度やその特徴が異なると予想される。武蔵

野市と栃木市の比較は一例であるが，人口規模がさ

まざまな要因を反映していることを踏まえて本研究

の結果を解釈する必要がある。すなわち，本研究は

居住する地域環境と身体活動の関連を示唆するもの

だが，都市化の程度が歩数に与える影響を過小評価

している可能性も考えられる。いずれにせよ，本研

究によって日本において都市の人口規模と歩数が関

連していることが示され，人口規模が大きい地域に

おいて歩数がより多いことが示された。第四に，

2006年から2010年のデータを統合して解析を行った

点である。この間の国民健康・栄養調査の歩数の推

移をみるとやや減少しており，このことが今回の解

析結果に何らかの影響を与えている可能性も考えら

れるが，国民健康・栄養調査の対象となる単位区は

全国から無作為に抽出されており，調査を行った年

代により，一定の傾向性をもってたとえば大都市又

は町村のみから抽出されるといったことがない限

り，都市規模と歩数の関係を検討するために大きな

サンプルサイズを得ることが重要と考えた。最後

に，本調査は 1 日だけの測定であることがあげられ

る。個人の習慣的な身体活動量を評価するためには，

3 日間以上の歩数の評価が必要と指摘する先行文献

もある39～41)。しかし，本研究は個人の健康と習慣

的な歩数との関係を示そうとするものではない。都

市規模と集団における身体活動レベル（歩数）の関

係をみたものである。したがって，必ずしも個人の

習慣的な活動量を測定する必要はない。集団全体が

どのような活動量のレベルであるかを測定するため

には 1 日の測定でよいとする報告もみられる42,43)。

 結 語

近年の日本における都市規模と身体活動量の違い

を 1 日当たりの歩数により定量的に示すことができ

た。性別に関わらず，年齢調整を行ってもなお都市

の人口規模により 1 日歩数が異なり，人口が多い都

市の住民ほど人口が少ない都市の住民に比べて歩数

が多かった。また，都市の人口規模と歩数の関連パ

ターンは対象者の特性によって異なり，女性，仕事

を持たない男性および65歳以上の男性では人口15万

人未満の都市では人口規模と歩数に関連は認められ

なかった。身体活動を高めるための政策展開では，

都市の規模を考慮したアプローチが必要かもしれな

い。

本研究は，日本学術振興会科学研究費助成事業基盤研

究（B）課題番号25282209からの助成を受けて実施し

たものである。本研究に関して開示すべき COI はない。

また，本研究の成果の一部を第74回日本公衆衛生学会総

会において発表を行った（演題番号P08053）。
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A cross-sectional study of the association between city scale and daily steps in Japan:
Data from the National Health and Nutrition Survey Japan (NHNS-J) 20062010

Masahiro IHARA,2, Tomoko TAKAMIYA, Yumiko OHYA, Yuko ODAGIRI,
Noritoshi FUKUSHIMA, Toshio HAYASHI, Hiroyuki KIKUCHI, Hiroki SATO,

Teruichi SHIMOMITSU,3and Shigeru INOUE

Key wordsphysical activity, steps, neighborhood environment, city scale, the National Health and
Nutrition Survey (NHNS)

Objective There is little evidence showing that inhabitants of urban areas engage in more physical activity
than do rural ones, although accumulating evidence concerning the best neighborhood environ-
ments conducive to physical activity supports the idea. This study sought to ˆll the research gap by
examining the association between city scale and daily steps using data from Japan's National
Health and Nutrition Survey (NHNS).

Methods We analyzed data from 15,763 men and 18,479 women aged 20 years and older who participated
in a one-day pedometer measurement during any part of the NHNS between 2006 and 2010. The
data obtained for these years were combined into a single data set. City scale was categorized into 5
groups based on population: 1) 12 large cities and 23 wards, 2) population greater than 150,000, 3)
population 50,000150,000, 4) population less than 50,000, and 5) towns and villages. DiŠerences
in daily steps among city scale groups were analyzed using an ANCOVA, adjusting for age by gen-
der. The Bonferroni method was employed for multiple comparisons, and linear regression was used
to test for linear trends. Subgroup analyses were performed by age (2039, 4064, older than 64),
and job status. The study was approved by the Tokyo Medical University ethics committee, and use
of these data complied with the Statistics Act of Japan.

Results The steps per day for men after adjusting for age were Group 1 : 7,494±4,429 (mean±SD),
Group 2 : 7,407±4,428, Group 3 : 7,206±4,428, Group 4 : 6,911±4,428, and Group 5 : 6,715±

4,429. Women's daily steps according to city scale group were 6,767±3,648, 6,386±3,647, 6,062±

3,646, 6,069±3,649, and 6,070±3,649 for Groups 1 through 5, respectively. There were overall
statistically signiˆcant diŠerences (ANCOVA, P＜0.001) between both genders. The larger the city
scale, the more mean daily steps that were taken by both men and women (P values for both trends
＜0.001). Subgroup analyses revealed signiˆcant diŠerences in the mean daily steps by city scale,
regardless of age or job status for both genders. There were no signiˆcant diŠerences among Groups
3, 4, or 5 among unemployed men, men older than 64, or overall women, which diŠered from the
results for men with jobs, who took fewer steps in smaller cities.

Conclusions Our study showed that men and women living in larger cities took more steps compared to
those living in smaller cities. Subgroup analyses further revealed that the associations between city
scale and physical activity diŠered according to gender, age, and job status.
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